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 経常利益は、前年同期比2億円減少の318億円、四半期純利益は、ロシア関連の特

別損失の剥落により、377億円増加の182億円となりました。

 下の表のセグメント資産残高は、前期3月末比854億円増加の5兆4,492億円となり

ました。
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 今年度から開始した中期経営計画から財務目標をこれまでの経常利益から純利益に

変更しておりますので、事業分野別純利益とROAを記載しております。

 国内リースは前年同期比微減となりましたが、他の４つの事業分野は増益を確保し、

特に前年同期に大口の減損・評価損を計上したスペシャルティ・国際は大きく増益

となりました。

 純利益年間予想700億円に対する1Q進捗率は26％と標準進捗率25％を超えており

ますが、事業分野別でみますと国内リース・オートモビリティ・環境インフラが標

準進捗率25％超となる一方で、スペシャルティ・国際は25％を下回る進捗であり

ます。

 オートモビリティ・環境インフラは季節的要因などもあり進捗率は高くなっている

一方で、スペシャルティはキャピタルゲインが低水準で進捗率は低いなどそれぞれ

要因があり、単純に4倍となるわけではありませんが、全体としては年間計画達成

に向け順調なスタートを切ったと評価しております。
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 従来の財務目標でありました経常利益ベースにおける事業分野別状況であります。

 純利益と異なり、スペシャルティが大きく減益となっております。

 前年同期のスペシャルティはロシア関連の減損を特別損失に計上する一方で、経常

利益段階では100億円を超えるキャピタルゲインを計上しましたが、当四半期はと

もに剥落したことにより、経常利益は大きく減益、純利益は大きく増益となったも

のであります。

 経常利益年間予想1,100億円に対する１Q進捗率は29％とこちらも標準進捗率を上

回っております。

 事業分野それぞれの進捗率は純利益の進捗率と同様な傾向であります。



 前年同期のマイナス195億円から当四半期182億円への増益額377億円の内訳とし

て、前年同期に計上したロシア関連の特別損失444億円の剥落による増益が主因と

なります。

 その他一過性要因および後程ご説明するNRSとACGを除く各事業の状況について

簡単に補足させていただきます。

 まず、環境インフラは前年同期比21億円増益となりましたが、昨年9月より商業運

転を開始した大型バイオマス混焼発電所の売電収益が寄与し増益となりました。

 不動産は大口売却益はなかったものの堅調に推移し6億円の増益、船舶は持分法適

用会社の投資損益が減少したため23億円減益となりました。
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 資料左上の注釈のとおり、経常利益を「ベース収益」、「売却益」、「減損・貸

倒・営業投資有価証券評価損益等」の3つに区分しております。

 「売却益」は、不動産と営業投資有価証券によるキャピタルゲインを対象としてい

ます。

 左側が前年同期比較、右側が四半期ごとの推移であります。

 ベース収益は、338億円と前年同期比23億円の増益となりました。

 オートモビリティのベース収益が36億円増加、環境インフラのベース収益が20億

円増加となり、両事業分野が増益を牽引したものであります。

 次に、売却益はスペシャルティの売却益の減少などにより前年同期比121億円減少

の1億円、減損・貸倒・評価損益等は、国際の評価損剥落などにより96億円減少の

21億円とそれぞれ大幅に減少しております。

 51ページに事業分野別の「ベース収益」、「売却益」、「減損・貸倒・評価損益

等」を区分して記載しております。
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 セグメント資産残高は、合計5兆4,492億円と前期末比854億円の増加となりまし

た。

 スペシャルティにおいてACGを含めた航空機関連資産の積上げなどにより755億円

の増加したほか、国際において、CSIの積上げなどにより272億円増加いたしまし

た。

 一方で、国内リースは、前期末比133億円減少と減少傾向は続いており、2021年3

月末との比較では、約2,000億円減少しております。

 ROA向上に向け、低効率資産の圧縮という意味において成果とも言えますが、現

中計において、単に残高を落とすことを意図しているわけではなく、より収益性の

高い資産の入れ替えを意図しており、国内リースの中期経営計画における利益及び

ROA目標達成に向け、必要な資産の積み上げを図ってまいります。
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 2023年通期業績予想について配当を含め掲載しております。

 5月に公表した内容と変更はなく、純利益700億円の過去最高益更新、年間配当

金は約40％増配の200円を目指しております。
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 2023年度1Qの持分法投資利益は前年同期比横ばいの19億円となりました。

 横ばいとなりましたが、セグメント資産残高は堅調に推移しており、足元のベース

収益は、順調に拡大していると評価しております。

 資料左下に記載のとおり、JCRは、AAA、R&Iは、AAプラスとNTTの信用力を背景

に高い格付を得ており、低コストかつ豊富な資金力から、強固な財務基盤を有して

います。

 今後も当社とNTTグループの連携を深め、協業領域の拡大を図ってまいります。
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 ブルーとピンクの2本の折れ線グラフは、NRSの2019年度からの四半期ごとの売

上高と経常利益の推移を示しています。

 一方で、薄いブルーの棒グラフは、コストの視点で2019年度各四半期のレンタ

カー原価と販管費の四半期毎の合計値を100としてその後の四半期毎のコストにつ

いて、2019年度と比較した指数の推移を示しております。

 コロナ下において強化したコストコントロールに加え、スマホアプリ経由などによ

る直売強化や需要に合わせた柔軟な価格設定、2023年1月からは、レンタカーの

基本料金を引き上げるなど、各種売上向上策などにより収益性を高めてまいりまし

た。

 第1四半期の売上高は売上向上策の効果とともに車両売却益も増加し、229億円と

コロナ禍前の2019年1Qを上回る一方で、コストはコロナ前の97％にとどまりま

した。

 この結果、経常利益はこれら高効率運営の推進策が奏功し、前年同期比36億円増

加の44億円と前年の繁忙期である３Qを上回る実績を上げることができました。

 また、NRSは12月決算につき、第2四半期である4～6月の3か月間の経常利益は、

第1四半期と比べて車両売却益は減少するものの、前年同期比4億円増益の26億円、

2Q累計の経常利益が40億円増益の約70億円となる見通しであります。
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 まずマーケットの状況です。左の折れ線グラフは、前回の説明会資料と同様であり

ますが、IATAが昨年12月に公表した世界全体の旅客数の予測となります。

 パーセンテージは、コロナ前2019年の水準を100としたときの比較値を示してい

ます。

 旅客需要は足元引き続き堅調に推移しており、2024年にはコロナ前の水準にマー

ケットが回復するという状況に変化はないと推察されます。

 グラフの下に記載している地域別動向をご覧ください。

 今年6月に公表されたIATAの最新の予測となります。

 5月にお伝えした情報と比べ、回復時期について北米と欧州は変更ありませんが、

中南米とアジア地域は回復時期が早まると予測されております。
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 左側には5月に公表いたしました、ACG個社の第1四半期決算を記載しております。

 売上高は、発注機体およびセールアンドリースバックの実行などによるリース料収

入の寄与を中心に10百万ドル増収となりましたが、米国政策金利の利上げにより

資金原価も前年同期比38百万ドル増加し、減損はゼロとなったものの税引前利益

は14百万ドルと留まりました。

 前年同期比でみると、ロシア関連損失を含め減損が大幅に減少したため、大幅増益

となっております。

 この数値をベースにし、当社連結決算への反映に向けた調整表を下段に記載してお

ります。

 連結調整後の当社連結ベースの経常利益は一過性の調整要因もあり、マイナス６億

円となりました。

 今期の見通しについては、資金原価は高止まりするものの、売上の計上を現金主義

としているエアラインからのリース料回収や機体売却の増加も見込まれ、コスト

アップ部分を打ち返すものと考えております。

 なお、セグメント資産残高は新規の機体受領などが着実に進捗し、前期末比292百

万ドル、円貨ベースで約400億円増加いたしました。
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 CSIの2023年度・第1四半期の経常利益は、二次リース収益の減少を主因に、前年

同期比2百万ドル減益の22百万ドルとなりました。

 17ページに記載がございますが、当社連結の円貨ベースでは円安により増益と

なっております。

 これはコロナ禍の2020年度から2021年度にかけては、サプライチェーンの停滞に

より新規実行が落ちこみました。

 今期は、ちょうどその時期に契約した物件が満了を迎える谷間の時期にあたるため

であり、二次収益の原資となる満了が年間通じて弱含むことを想定しております。

 契約高は、北米における大口取引などもありましたが、全地域において伸長してい

ます。

 この結果、利益の源泉となるセグメント資産積み上げに伴い、ベース収益力は着実

に拡大しており、中長期の持続的な成長見通しに変化はございません。



 CSIはM&Aも活用しながら積極的にグローバル展開を進めており、北欧・アジアな

どネットワークは着実に拡大しております。

 また、ITADと呼ばれる、使用済みIT機器を安全かつ適切に処分するサービスを推

進しており、ドイツのITAD事業会社の買収や、ITAD拠点の新設など、更なるネッ

トワークの拡充を図っております。
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 最後に事業パートナーであるオリエントコーポレーション（以下、オリコ）との共同事

業会社であり、当社の子会社であるオリコオートリースとオリコビジネスリースの出資

比率変更についてご説明いたします。

 オリコオートリースは、2008年設立の個人向けオートリース会社、オリコビジネスリー

スは、2015年設立の小口ベンダーリース会社です。

 両社ともにオリコが営業・審査・保証を担当し、当社はリースのノウハウを提供するな

ど、お互いの専門性を活かして設立当時から順調に事業の拡大を実現してまいりました。

 今後、両社の更なる営業力強化と企業価値向上を目指すうえで、オリコの子会社として

連携強化することが必要だと判断し、当社の出資比率をOALは16％低下の34％、OBLは

30％低下の20％に引き下げることといたしました。

 その結果、OALとOBLは当社の連結子会社から持分法適用関連会社となり、セグメント

資産残高は約2,000億円減少しますが、純利益は持分比率のみの減少となり、純利益ベー

スのROA向上に資するものでありますが、今後成長領域への資産の入れ替えを進めてい

きます。

 また、今後とも当社はOALおよびOBLの株主として事業のサポートを続けるとともに事

業パートナーであるオリコと共創ビジネスを推進してまいります。

 第1四半期決算は、当初計画どおりに進捗しており、中期経営計画初年度の第1四半期と

しては、まずまずのスタートがきれたと考えております。

 初年度の目標必達に向け、取りこぼしのないよう取り組んでまいります。

以上
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